
豊中市中小企業勤労者互助会事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は労働者施策の一環として設置された豊中市中小企業勤

  労者互助会（以下「互助会」という。）の事業に補助金を交付するこ

  とにより市内の中小企業に従事する労働者の福祉の増進を図り、中小

  企業の振興に寄与することを目的とする。その補助金の交付手続き等

  については、豊中市補助金等交付規則（昭和57年豊中市規則第15号。

  以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところによるものとす

  る。 

 

（補助金の額） 

第２条 補助金は、互助会事業に要する経費のうち市長が予算の範囲内で

  定める。 

２ 補助対象経費は、次の各号に掲げる経費とする。 

（１） 一般事務管理費 

（２） 福利厚生事業費から会員負担額を減じた互助会負担費用 

（３） その他市長が必要と認める経費 

 

（交付の申請及び交付の決定） 

第３条 補助金の交付を受けようとする者は、規則第３条の規定に基づい

  て補助金の交付申込書を提出するときは同条第１号・第２号に掲げる

  書類のほか、次に掲げる書類を添付して豊中市中小企業勤労者互助会

  事業補助金交付申込書（様式第１号）に基づき市長に申込みしなけれ

  ばならない。 

  （１）当該年度基金・積立金等運用計画表 

 ２ 市長は、前項の申込みに基づき審査のうえ交付を決定する。 

 ３ 市長は、補助金の交付を決定したときは、決定内容及びこれに付す

る条件を豊中市中小企業勤労者互助会事業補助金交付決定通知書（様

式第２号）により通知する。 

 



（補助金の交付時期） 

第４条 補助金の交付は交付決定後３０日以内に行う。 

 

 

（監査並びに帳簿の整備） 

第５条 本事業にかかる収入及び支出に関する帳簿を整備し、本事業の実

  施について豊中市監査委員による監査又は市長の指示、検査に応じ 

 ること。 

 

（事業実績報告書） 

第６条 規則第４条の規定により補助金の交付を受けた者は、補助対象事

  業が完了した場合において規則第10条の規定に基づいて豊中市中小企

  業勤労者互助会事業補助金実績報告書（様式第３号）を市長に提出し

  なければならない。 

 

（補助金の額の確定等） 

第７条 市長は、前条の規定による報告を受けた場合において、当該報告

に係る補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれに付

した条件に適合するものであるかどうかについて当該報告書等の書類

の審査等を行うことにより調査し、適合すると認めたときは、交付す

べき補助金等の額を確定し、当該補助金等の交付の決定を受けた者に

対し豊中市中小企業勤労者互助会事業補助金交付確定通知書（様式第

４号）により通知するものとする。 

 

（決定の取り消し・返還） 

第８条 規則第11条及び第12条に定めるもののほか、補助期間内に補助対

象事業に着手しないとき又は中止し若しくは廃止したとき、市長は補

助金交付決定を取り消すとともに、既に交付した補助金の一部又は全

部を返還するよう命じるものとする。 

 

 



（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項については市長が別に

定める。 

 

  附則 

この要綱は、平成１５年４月１日から実施する。 

  附則 

この要綱は、令和２年３月１日から実施する。 


